
予算額（福祉部分）１億１,１４９万４千円（うち新規事業４,８２４万２千円）
発達障がい児者への支援は、発達障がいという概念が比較的新しい（発達障害者支援法 H17.4施行）ことや、障がいのわかりにくさや見えづらさ、さらには発達障がいの障がい特性が人により異なるため、具体的な理解が得られにくいこと等により、施策の谷間になってきた分野。
　　 【 【視点Ⅰ】  乳幼児期から成人期までのライフステージに応じた一貫した支援体制の整備　
発達障がいの特性に早く気づき、療育などの支援を受けることで、その後の生活上の支障が少なくなることから、発達障がいの特性に早く気づき、支援につなぐこと、発達障がいの特性に応じた支援を次のライフステージに引継ぎ、支援を継続することが重要。
　　【 【視点Ⅱ】 十分な支援の機会が得られないまま成人期を迎えた発達障がい者への支援の充実　
　　　これまで療育の機会に出会えずに成人期を迎えた発達障がい者は、発達障がいの特性に気づかないまま、就労場面や人づき合いなど、日々の暮らしの中でさまざまな生きづらさを感じているケースも少なくないため、気づきの支援やニーズに応じた多様な支援が必要。


	【事業概要】

 乳幼児期
１．発達障がい早期気づき支援事業（一部新規）　　　　〔予算額　１，１８９万４千円〕
乳幼児健診の実施体制の充実（診断補助装置を使った健診の検討、保健師研修など）。
発達障がいの早期の気づきや診断に関わる人材の育成（幼稚園教諭・保育士の研修、医師養成）。

 乳幼児期・学齢期
２．発達障がい児療育支援事業（一部新規）　　　　　　〔予算額　３，９２６万８千円〕
地域の発達障がい児を支援する事業所の育成支援。
保護者支援（ペアレントトレーニングなど）の実施。

 成人期
３．発達障がい者支援事業（一部新規）　　　　　　　　〔予算額　２，２２６万２千円〕
既存のひきこもり支援施設を活用し、在宅発達障がい者への訪問支援、未診断の発達障がい者への
診断前相談等による気づき支援の実施。
相談支援事業所の育成を通じた成人期の相談支援の充実。

 全　体
４．発達障がい者支援センター事業（一部新規）　　　　〔予算額　３，７０９万５千円〕
府内の発達障がい児者に対する支援を総合的に行う地域の拠点として、発達障がい者支援センター
アクトおおさかを運営。
就労支援機関等に発達障がい者支援コーディネーターを派遣する等、支援機関への助言・指導を強化。

５．発達障がい児者支援体制整備検討部会　　　　　　　〔予算額　　　　９７万５千円〕
検討部会、ワーキンググループの運営。中長期的な視点に立った支援プランを検討。


参考資料２





発達障がい児者総合支援事業


～発達障がい児者のライフステージに応じた一貫した切れ目のない総合的な支援を実施！～








施策展開の特徴  








①先進的な手法を積極的に取り入れます。


②庁内関係部局が連携して、機能的に施策を推進します。












